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◆東海農政局管内の実施状況（令和元年度実績）

：「特定農山村法」「山村振興法」「過疎地域自立促進特別措置法」「半島振興法」「離
島振興法」のいずれかの対象地域となっているか、又は知事が指定する自然的、社
会的条件が不利な地域（特認地域）となっていて、令和元年度において取組が行わ
れた市町村

中山間地域等直接支払制度の交付市町村

１．市町村数
東海農政局管内において、令和元年度に中山間地域等直接

支払交付金の交付を行った市町村は、昨年度から１市増えて
4８市町村でした。
促進計画を策定した市町村に対する交付市町村の割合（交

付市町村率）は９８%で、全国都府県の９７%と同程度と
なっています。県別では、岐阜県２5市町村（９６%）、愛
知県６市町村（１００%）、三重県１７市町（１００%）と
なっています。

注： 全国都府県の数値は、草地の割合が高い北海道を除いた数値である。（以下同じ）
注： 市町村数については、各年度３月末時点の市町村数。
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（単位：市町村）

管内 全国都府県

平成29年度 平成30年度

令和元年度
平成元年度

岐阜県 愛知県 三重県

全市町村 125 125 125 42 54 29 1,539

促進計画策定市町村
①

48 48 49 26 6 17 931

交付市町村② 47 47 48 25 6 17 904

交付市町村率②/ ① [ 98% ] [ 98% ] [ 98% ] [ 96% ] [ 100%] [ 100%] [ 97% ]



３．交付面積及び交付金額
交付面積は1２,923haと平成30年度の12,904haから19ha増加しています。
交付金額は約17億8千万円で、県別では岐阜県約12億6千万円、愛知県約2億4千万円、三重県約2億8

千万円となっています。

注： 集落協定とは、対象農用地において農業生産活動等を行う複数の農業者等が締結する協定。
個別協定とは、対象農用地において認定農業者等が所有権等を有する者との間で利用権の設定等や農作業受委託契約に基づき締結
する協定。

注： 基礎単価とは、協定期間内に最低限の農地維持管理活動等を行う場合の交付単価。
体制整備単価とは、協定期間内に自律的かつ継続的な農業生産活動の体制整備を行う場合の交付単価。ただし、個別協定の場合で、
協定に自作地を含まない場合には体制整備活動は求めない。

注： ［割合］は、各県の協定数の管内全協定数に対する割合。

注： 基礎単価及び体制整備単価とも、集落協定と個別協定を合計したもの。
注： ［割合］は、各県の交付面積及び交付金額の、管内の全交付面積及び全交付金額に対する割合。
注： 四捨五入により計が合わない場合がある。

２．協定数
交付金を交付した協定数は1,422協定で、平成30年度と同数でした。
将来に向けて農業生産活動を継続するための、より前向きな取り組み（体制整備単価）を行う協定は

1,005協定で、体制整備単価に取り組む協定の割合（体制整備単価率）は７１％となっています。

管内全協定数に対する各県協定数の割合

管内全交付金額に対する各県交付金額の割合
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管内 全国都府県

平成29年度 平成30年度
令和元年度

令和元年度
岐阜県 愛知県 三重県

集落協定 1,383 1,389 1,390 863 309 218 25,123

基礎単価 412 413 414 282 81 51 8,018

体制整備単価 971 976 976 581 228 167 17,105

個別協定 34 33 32 25 6 1 558

基礎単価 2 2 3 2 1 - 73

体制整備単価 32 31 29 23 5 1 485

計（割合）
1,417 1,422

1,422 888 315 219
25,681

[ 100% ] [ 63% ] [ 22% ] [ 15% ]

基礎単価 414 415 417 284 82 51 8,091

体制整備単価 1,003 1,007 1,005 604 233 168 17,590

体制整備単価率 71% 71% 71% 68% 74% 77% 68%

（単位：協定）

管 内 全国都府県

平成29年度 平成30年度
令和元年度

令和元年度
岐阜県 愛知県 三重県

交付面積（ha）
12,828 12,904

12,923 9,134 2,060 1,729
344,338

[割合] [ 100% ］ ［ 71% ］ ［ 16% ］ ［ 13% ］

基礎単価 2,212 2,227 2,243 1,538 430 274 68,383

体制整備単価 10,617 10,678 10,681 7,596 1,630 1,455 275,954

交付金額（百万円）
1,764 1,774

1,782 1,265 237 280
45,196

[割合] ［ 100% ］ ［ 71% ］ ［ 13% ］ ［ 16% ］

基礎単価 238 240 242 157 49 35 7,328

体制整備単価 1,526 1,534 1,540 1,108 188 244 37,868

岐阜県

888協定
63%

愛知県

315協定
22%

三重県

219協定
15%

岐阜県

1,265百万円

71%

愛知県
237百万円
13%

三重県

280百万円

16%



４．地目別・基準別交付面積
地目別の交付面積の割合は、管内では全体の

97%を田が占めており、県別でもほぼ同様な割合
となっています。全国都府県では田が80%となっ
ており、管内の交付面積については、全国都府県に
比べて田の割合が高くなっています。

地目別・基準別交付面積の割合

注： 加算単価とは、以下の３種類。
なお、令和元年度限りの地域営農体制緊急支援試行加算（次期対策で措置することを検討している加算を試行的に実施）は除く。
・集落連携・機能維持加算（うち集落協定の広域化支援）：複数集落が広域協定を締結し、新たな人材を確保して農業生産活動の体制づくりを行う場合の加算。
・集落連携・機能維持加算（うち小規模・高齢化集落支援）：小規模・高齢化集落の農用地を協定に取り込んだ場合の加算。
・超急傾斜農地保全管理加算：超急傾斜の農用地の保全や有効活用に取り組む場合の加算。
注： 四捨五入により計が合わない場合がある。

5．加算単価への取組
加算単価へ取り組む面積（加算単価面積）は、管

内では延べ687haで、加算単価面積の全交付面積
に対する割合（加算単価面積率）は5.3%となって
おり、全国都府県の8.３%と比べて少なくなってい
ます。
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（単位：ha）

令和元年度交付面積 ［割合］

管内
全国都府県

岐阜県 愛知県 三重県

田 12,529 ［ 97.0% ］ 8,884 ［ 97.3% ］ 2,002 ［ 97.2%］ 1,643［ 95.0%］ 275,310［ 80.0%］

急傾斜 6,067 ［ 46.9% ］ 4,337 ［ 47.5% ］ 645 ［ 31.3%］ 1,085［ 62.8%］ 144,762［ 42.0%］

緩傾斜 6,449 ［ 49.9% ］ 4,535 ［ 49.6% ］ 1,356 ［ 65.8%］ 558［ 32.3%］ 124,952［ 36.3%］

高齢化率・耕作
放棄率

12 ［ 0.1% ］ 12 ［ 0.1% ］ - ［ -］ -［ -］ 1,473［ 0.4%］

小区画・不整形 - ［ -］ - ［ - ］ - ［ -］ -［ -］ 212［ 0.1%］

8法地域内特認 - ［ -］ - ［ - ］ - ［ -］ -［ -］ 3,911［ 1.1%］

畑 358 ［ 2.8% ］ 213 ［ 2.3% ］ 58 ［ 2.8%］ 86［ 5.0%］ 50,407［ 14.6%］

急傾斜 162 ［ 1.3% ］ 68 ［ 0.7% ］ 10 ［ 0.5%］ 84［ 4.9%］ 33,239［ 9.7%］

緩傾斜 188 ［ 1.5% ］ 138 ［ 1.5% ］ 48 ［ 2.3%］ 2［ 0.1%］ 11,571［ 3.4%］

高齢化率・耕作
放棄率

7 ［ 0.1% ］ 7 ［ 0.1% ］ - ［ -］ -［ -］ 208［ 0.1%］

8法地域内特認 - ［ -］ - ［ - ］ - ［ -］ -［ -］ 5,389［ 1.6%］

草地 5 ［ 0.0% ］ 5 ［ 0.1% ］ - ［ -］ -［ -］ 4,384［ 1.3%］

急傾斜 2 ［ 0.0% ］ 2 ［ 0.0% ］ - ［ -］ -［ -］ 1,437［ 0.4%］

緩傾斜 2 ［ 0.0% ］ 2 ［ 0.0% ］ - ［ -］ -［ -］ 2,617［ 0.8%］

草地比率の高い
草地

- ［ -］ - ［ - ］ - ［ -］ -［ -］ -［ -］

高齢化率・耕作
放棄率

- ［ -］ - ［ - ］ - ［ -］ -［ -］ 57［ 0.0%］

8法地域内特認 - ［ -］ - ［ - ］ - ［ -］ -［ -］ 273［ 0.1%］

採草放牧地 32 ［ 0.2% ］ 32 ［ 0.4% ］ - ［ -］ -［ -］ 14,236［ 4.1%］

急傾斜 28 ［ 0.2% ］ 28 ［ 0.3% ］ - ［ -］ -［ -］ 10,178［ 3.0%］

緩傾斜 4 ［ 0.0% ］ 4 ［ 0.0% ］ - ［ -］ -［ -］ 4,058［ 1.2%］

8法地域内特認 - ［ -］ - ［ - ］ - ［ -］ -［ -］ -［ -］

計 12,923 ［ 100%］ 9,134 ［ 100% ］ 2,060 ［ 100%］ 1,729［ 100%］ 344,338［ 100%］

注： ［割合］は、各地目・各基準交付面積の各交付面積計に対する割合。
注： ８法地域内特認とは、傾斜以外の不利条件により都道府県知事が定める基準に該当する農用地。
注： 四捨五入により計が合わない場合がある。 （単位：ha）

管内 全国都府県

平成29年度平成30年度
令和元年度

令和元年度
岐阜県 愛知県 三重県

加算単価面積 625 681 687 551 30 106 28,514

加算単価面積率 4.9% 5.3% 5.3% 6.0% 1.5% 6.1% 8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国都

府県

東海

42.0%

46.9%

36.3%

49.9%

9.7%

1.3%

3.4%

1.5%

8.7%

0.4%

田（急傾斜） 田（緩傾斜） 畑（急傾斜） 畑（緩傾斜） その他



７．集落協定における協定の規模の分布
集落協定における農用地面積規模別の協定数をみると、

管内では、5ha未満が47%を占めており、県別では、岐阜
県42%、愛知県55%、三重県53%となっています。全国
都府県では35%となっており、全国都府県に比べて面積の
小さい協定の割合が高くなっています。

集落協定における農用地面積別協定数の割合

6．集落協定の概要
1集落協定当たりの参加者数は、管内23人、全国

都府県23人でした。また、1集落協定当たりの交付
面積は管内9ha、全国都府県13haで、1集落協定
当たりの交付金額は管内126万円、全国都府県
178万円でした。
管内の集落協定は、全国都府県の集落協定に比べ

て、交付面積が小さくなっています。

1協定あたりの平均
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管内 全国都府県

平成29年度平成30年度
令和元年度

令和元年度
岐阜県 愛知県 三重県

1協定あたり参加者数 （人） 23 23 23 25 18 21 23

1協定あたり交付面積 （ha） 9 9 9 10 7 8 13

1協定あたり交付金額 （万円） 125 125 126 144 75 127 178

令和元年度 農用地面積規模別集落協定数 ［割合］

計 5ha未満 5ha以上 10ha以上 15ha以上 20ha以上 30ha以上 50ha以上 100ha以上400ha以上

10ha未満 15ha未満 20ha未満 30ha未満 50ha未満 100ha未満400ha未満

岐阜県
863 366 235 112 49 53 28 18 2 -

[ 100% ] [ 42% ] [ 27% ] [ 13% ] [ 6% ] [ 6% ] [ 3% ] [ 2% ] [ 0% ] [ - ]

愛知県
309 171 78 38 9 10 2 1 - -

[ 100% ] [ 55% ] [ 25% ] [ 12% ] [ 3% ] [ 3% ] [ 1% ] [ 0% ] [ - ] [ - ]

三重県
218 116 54 16 10 18 2 2 - -

[ 100% ] [ 53% ] [ 25% ] [ 7% ] [ 5% ] [ 8% ] [ 1% ] [ 1% ] [ - ] [ - ]

管内
1,390 653 367 166 68 81 32 21 2 -

[ 100% ] [ 47% ] [ 26% ] [ 12% ] [ 5% ] [ 6% ] [ 2% ] [ 2% ] [ 0% ] [ - ]

全国都府県
25,123 8,742 6,659 3,471 2,034 2,027 1,401 630 143 16
[ 100% ] [ 35% ] [ 27% ] [ 14% ] [ 8% ] [ 8% ] [ 6% ] [ 3% ] [ 1% ] [ 0% ]

注： ［割合］は、各農用地面積規模別協定数の全集落協定数に対する割合。
注： 四捨五入により計が合わない場合がある。

23 9

126

23 13

178

0
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200
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5ha以上

10ha未満

5ha未満



８．集落協定の活動内容
（１）集落マスタープラン（集落の10～15年後の将来像を見据え、5年間の活動計画を策定）の内容
集落マスタープランにおいて、目指すべき将来像の内容は、「将来にわたり農業生産活動等が可能

となる集落内の実施体制構築」が82%で最も多くなっています。
また、将来像を実現するための活動方策の内容は、「共同で支え合う集団的かつ持続可能な体制整

備」が82%で最も多くなっています。
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令和元年度集落マスタープランの内容選択数［割合］

管内
全国都府県

岐阜県 愛知県 三重県

目指すべき将来像

将来にわたり農業生産活動等が可能となる集
落内の実施体制構築

1,139［ 82%］ 743［ 86%］ 203［ 66%］ 193［ 89%］ 21,097［ 84%］

協定の担い手となる新たな人材の育成・確保 238［ 17%］ 159［ 18%］ 36［ 12%］ 43［ 20%］ 3,685［ 15%］

協定参加者それぞれが、作物生産、加工・直
売等さまざまな工夫により再生可能な所得を
確保

68［ 5%］ 55［ 6%］ 6［ 2%］ 7［ 3%］ 1,437［ 6%］

その他 306［ 22%］ 122［ 14%］ 175［ 57%］ 9［ 4%］ 2,332［ 9%］

集落協定総数 1,390［ 100%］ 863［ 100%］ 309［ 100%］ 218［ 100%］ 25,123［ 100%］

将来像を実現するための活動方策

機械・農作業の共同化等営農組織の育成 147［ 11%］ 117［ 14%］ 17［ 6%］ 13［ 6%］ 3,229［ 13%］

高付加価値型農業 22［ 2%］ 12［ 1%］ 2［ 1%］ 8［ 4%］ 623［ 2%］

農業生産条件の強化 46［ 3%］ 23［ 3%］ 6［ 2%］ 17［ 8%］ 1,481［ 6%］

担い手への農地集積 92［ 7%］ 74［ 9%］ 9［ 3%］ 9［ 4%］ 1,665［ 7%］

担い手への農作業の委託 142［ 10%］ 107［ 12%］ 23［ 7%］ 12［ 6%］ 1,553［ 6%］

新規就農者等による農業生産 15［ 1%］ 9［ 1%］ 3［ 1%］ 3［ 1%］ 371［ 1%］

地場産農産物等の加工・販売 17［ 1%］ 12［ 1%］ 2［ 1%］ 3［ 1%］ 502［ 2%］

消費・出資の呼び込み 1［ 0%］ 1［ 0%］ 0［ -］ 0［ -］ 306［ 1%］

共同で支え合う集団的かつ持続可能な体制整
備

1,146［ 82%］ 668［ 77%］ 273［ 88%］ 205［ 94%］ 19,327［ 77%］

その他 163［ 12%］ 126［ 15%］ 32［ 10%］ 5［ 2%］ 2,523［ 10%］

集落協定総数 1,390［ 100%］ 863［ 100%］ 309［ 100%］ 218［ 100%］ 25,123［ 100%］

注： ［割合］は、各項目に取り組んだ集落協定数の各集落協定総数に対する割合。



(2)農業生産活動等として取り組むべき事項（集落協定で必ず取り組む事項（必須事項））
必須事項の取り組みにおいては、「（鳥獣害防止のための）柵・ネット等の設置」が全国都府県47%に

比べて管内71%、「周辺林地の下草刈り」が全国都府県68%に比べて管内83%と、それぞれ高くなってい
ます。
一方、「景観作物の作付け」が全国都府県29%に比べて管内16%、「堆きゅう肥の施肥」が全国都府県

10%に比べて管内3%と、それぞれ低くなっています。
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令和元年度 農業生産活動等として取り組むべき事項の選択状況［割合］
管内

全国都府県
岐阜県 愛知県 三重県

（必須事項）
農業生産活
動等

耕作放棄
の防止等
の活動

賃借権設定・農作業の委託 465 ［ 33% ］ 327 ［ 38% ］ 78 ［ 25% ］ 60 ［ 28% ］ 8,314［ 33% ］
既荒廃農地の復旧 2［ 0% ］ - ［ - ］ 2 ［ 1% ］ - ［ - ］ 57［ 0% ］
既荒廃農地の林地化 -［ - ］ - ［ - ］ - ［ - ］ - ［ - ］ 42［ 0% ］
既荒廃農地の保全管理 42 ［ 3% ］ 31 ［ 4% ］ 1 ［ 0% ］ 10 ［ 5% ］ 1,102［ 4% ］
農地の法面管理 1,048 ［ 75% ］ 652 ［ 76% ］ 236 ［ 76% ］ 160 ［ 73% ］ 18,995［ 76% ］
柵、ネット等の設置 981 ［ 71% ］ 613 ［ 71% ］ 188 ［ 61% ］ 180 ［ 83% ］ 11,729［ 47% ］
限界的農地の林地化 -［ - ］ - ［ - ］ - ［ - ］ - ［ - ］ 12［ 0% ］
簡易な基盤整備 103 ［ 7% ］ 76 ［ 9% ］ 3 ［ 1% ］ 24 ［ 11% ］ 1,778［ 7% ］
担い手の確保 33［ 2% ］ 17 ［ 2% ］ 7 ［ 2% ］ 9 ［ 4% ］ 630［ 3% ］
地場農産物の加工・販売 8［ 1% ］ 6 ［ 1% ］ - ［ - ］ 2 ［ 1% ］ 169［ 1% ］
土地改良事業 1［ 0% ］ - ［ - ］ - ［ - ］ 1 ［ 0% ］ 65［ 0% ］
自然災害を受けている農用地の復旧 1［ 0% ］ - ［ - ］ - ［ - ］ 1 ［ 0% ］ 505［ 2% ］
地目変換 -［ - ］ - ［ - ］ - ［ - ］ - ［ - ］ 34［ 0% ］
その他 17 ［ 1% ］ 9 ［ 1% ］ - ［ - ］ 8 ［ 4% ］ 315［ 1% ］

水路・農
道等の管
理

水路の管理 1,374 ［ 99% ］ 847 ［ 98% ］ 309 ［ 100% ］ 218 ［ 100% ］ 23,608［ 94% ］
農道の管理 1,355 ［ 97% ］ 844 ［ 98% ］ 303 ［ 98% ］ 208 ［ 95% ］ 24,506［ 98% ］
その他の施設の管理 9［ 1% ］ 3 ［ 0% ］ - ［ - ］ 6 ［ 3% ］ 741［ 3% ］

（選択的必須
事項）
多面的機能
を増進する
活動

国土保全
周辺林地の下草刈 1,150 ［ 83% ］ 730 ［ 85% ］ 273 ［ 88% ］ 147 ［ 67% ］ 16,980［ 68% ］
土壌流亡に配慮した営農 8［ 1% ］ - ［ - ］ 1 ［ 0% ］ 7 ［ 3% ］ 384［ 2% ］

保健休養
機能

棚田オーナー制度 4［ 0% ］ 2 ［ 0% ］ - ［ - ］ 2 ［ 1% ］ 85［ 0% ］
市民農園等の開設・運営 7［ 1% ］ 6 ［ 1% ］ - ［ - ］ 1 ［ 0% ］ 130［ 1% ］

体験民宿（グリーン・ツーリズム） 2 ［ 0% ］ 2 ［ 0% ］ - ［ - ］ - ［ - ］ 141［ 1% ］

景観作物の作付け 219 ［ 16% ］ 122 ［ 14% ］ 26 ［ 8% ］ 71 ［ 33% ］ 7,328［ 29% ］

自然生態
系

魚類・昆虫類の保護 24 ［ 2% ］ 16 ［ 2% ］ 4 ［ 1% ］ 4 ［ 2% ］ 414［ 2% ］
鳥類の餌場の確保 26 ［ 2% ］ 13 ［ 2% ］ 4 ［ 1% ］ 9 ［ 4% ］ 289［ 1% ］
粗放的畜産 1［ 0% ］ 1 ［ 0% ］ - ［ - ］ - ［ - ］ 173［ 1% ］
堆きゅう肥の施肥 43 ［ 3% ］ 33 ［ 4% ］ 9 ［ 3% ］ 1 ［ 0% ］ 2,471［ 10% ］
拮抗作物の利用 -［ - ］ - ［ - ］ - ［ - ］ - ［ - ］ 28［ 0% ］
合鴨・鯉の利用 -［ - ］ - ［ - ］ - ［ - ］ - ［ - ］ 68［ 0% ］
輪作の徹底 -［ - ］ - ［ - ］ - ［ - ］ - ［ - ］ 39［ 0% ］
緑肥作物の作付け 13 ［ 1% ］ 1 ［ 0% ］ 9 ［ 3% ］ 3 ［ 1% ］ 316［ 1% ］
その他活動 40 ［ 3% ］ 31 ［ 4% ］ 5 ［ 2% ］ 4 ［ 2% ］ 524［ 2% ］
集落協定総数 1,390 ［ 100% ］ 863 ［ 100% ］ 309 ［ 100% ］ 218 ［ 100% ］ 25,123［ 100% ］

注： ［割合］は、各項目に取り組んだ集落協定数の各集落協定総数に対する割合。



(3)農業生産活動等の体制整備として取り組むべ
き事項

より前向きな選択的取り組み（体制整備）に
おいては、各項目に取り組んだ集落協定の割合
は、Ａ要件の「担い手への農地集積」が全国都
府県２７%に比べて管内８１%と高くなってい
ます。一方、「農業生産条件の強化」が全国都
府県24%に比べて管内3%と低くなっていま
す。
また、各要件を選択した集落協定数の、体制

整備単価選択協定数に対する割合（各要件選択
率）をみると、Ａ要件選択率が全国都府県6%
に比べて管内3%と低くなっている一方で、Ｃ
要件選択率では、全国都府県９５%に比べて管
内9９%と高くなっています。

※ 体制整備単価を受けるためのより前向きな
取り組みにはA、B、Cの３つの要件があり、３
つの要件から１つ以上を選択することになって
います。（A要件については２つ以上、B,C要件
は１つ以上選択。）
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令和元年度体制整備として取り組むべき事項選択状況［割合］

管内
全国都府県

岐阜県 愛知県 三重県

農
用
地
等
保
全
マ
ッ
プ
の
内
容

農地法面、水路・農道等
補修・改良

835［ 86%］ 483［ 83%］ 220［ 96%］ 132［ 79%］ 13,108［ 77%］

既荒廃農地復旧又は林
地化

2［ 0%］ -［ -］ 2［ 1%］ -［ -］ 63［ 0%］

農作業共同化又は受委
託等

74［ 8%］ 58［ 10%］ 8［ 4%］ 8［ 5%］ 2,242［ 13%］

自己施工の箇所、整備
内容、受益農地

3［ 0%］ 3［ 1%］ -［ -］ -［ -］ 349［ 2%］

農地の保全活動を行う
担い手、活動内容、活動
農用地

1［ 0%］ -［ -］ -［ -］ 1［ 1%］ 68［ 0%］

その他将来に向けた適
正な農用地保全

181［ 19%］ 134［ 23%］ -［ -］ 47［ 28%］ 3,813［ 22%］

体制整備単価選択協定数 976［ 100%］ 581［ 100%］ 228［ 100%］ 167［ 100%］ 17,105［ 100%］

Ａ要件

機械・農作業の共同化 26［ 81%］ 26［ 81%］ -［ -］ -［ -］ 786［ 83%］

高付加価値型農業の実
践

2［ 6%］ 2［ 6%］ -［ -］ -［ -］ 156［ 16%］

農業生産条件の強化
1［ 3%］ 1［ 3%］ -［ -］ -［ -］ 226［ 24%］

担い手への農地集積 26［ 81%］ 26［ 81%］ -［ -］ -［ -］ 257［ 27%］

担い手への農作業の委
託

6［ 19%］ 6［ 19%］ -［ -］ -［ -］ 352［ 37%］

Ａ要件選択協定数 32［ 100%］ 32［ 100%］ -［ -］ -［ -］ 946［ 100%］

Ａ要件選択率 3% 6% - - 6%

Ｂ要件

新規就農者等の確保 3［ 60%］ 2［ 67%］ -［ -］ 1［ 50%］ 169［ 54%］

地場産農産物等の加工・
販売 2［ 40%］ 1［ 33%］ -［ -］ 1［ 50%］ 150［ 48%］

消費・出資の呼び込み -［ -］ -［ -］ -［ -］ -［ -］ 17 ［ 5%］

Ｂ要件選択協定数 5［ 100%］ 3［ 100%］ -［ -］ 2［ 100%］ 313 ［ 100%］

Ｂ要件選択率 1% 1% - 1% 2%

Ｃ要件

集団的かつ持続可能な
体制整備

964［ 100%］ 570［ 100%］ 228［ 100%］ 166［ 100%］ 16,248［ 100%］

Ｃ要件選択率 99% 98% 100% 99% 95%

注： ［割合］は、各項目に取り組んだ集落協定数の、それぞれの項目が属する集落協定総数に対する割合。
注： 四捨五入により計が合わない場合がある。



９．交付金の配分割合
集落協定における交付金の共同取組活動への配分割合

は、全国都府県45.4％に比べて管内48.5%と高くなっ
ています。

共同取組活動への配分割合別集落協定数をみると、
50%以上75%未満が517協定（37%）と最も多く
なっています。また、共同取組活動の交付金の支出割
合については、「農道・水路管理費」が26.9% と最も
多くなっています。

交付金の配分割合
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東海管内における共同取組活動の交付金の支出割合

令和元年度

共同取組活動 個人

岐阜県 51.0% 49.0%

愛知県 41.2% 58.8%

三重県 43.5% 56.5%

管内 48.5% 51.5%

全国都府県 45.4% 54.6%

令和元年度 共同取組活動への配分割合別集落協定数 ［割合］

計 0% 25%未満
25%以上 50%以上 75%以上

100%
50%未満 75%未満 100%未満

岐阜県
863 21 81 204 370 24 163

[ 100% ] [ 2% ] [ 9% ] [ 24% ] [ 43% ] [ 3% ] [ 19% ]

愛知県
309 17 73 78 96 8 37

[ 100% ] [ 6% ] [ 24% ] [ 25% ] [ 31% ] [ 3% ] [ 12% ]

三重県
218 55 36 48 51 5 23

[ 100% ] [ 25% ] [ 17% ] [ 22% ] [ 23% ] [ 2% ] [ 11% ]

管内
1,390 93 190 330 517 37 223

[ 100% ] [ 7% ] [ 14% ] [ 24% ] [ 37% ] [ 3% ] [ 16% ]

全国都府県
25,123 1,473 3,505 7,067 10,043 645 2,390

[ 100% ] [ 6% ] [ 14% ] [ 28% ] [ 40% ] [ 3% ] [ 10% ]

注： ［割合］は、各配分割合別協定数の全協定数に対する割合。
注： 四捨五入により計が合わない場合がある。

役員報酬

5.4%
研修会等費

1.5%

農道・水路

管理費

26.9％

農地管理費

19.4%
鳥獣被害
防止対策費

8.8%

共同利用機械
購入等費

8.4%

共同利用施
設整備等費

1.4%

多面的機能
増進活動費

1.0%

その他

23.6%

積立・繰越

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国都府

県

東海

共同取組活
動, 45.4%

共同取組活
動, 48.5%

個人, 54.6%

個人, 51.5%


